
前書き 
 
この文書は下に示す論文の、私、黒川 眞一、による日本語訳である。原論文の日本語訳
を作成することは、論文名と著者を明らかにし、どの論文誌のどの号のどのページに掲載
されたかを明示するという条件を満たせば許される行為である。翻訳は昨年 7 月に行い、
少人数のグループ内の議論の参考資料としたものである。今回広く公開してみてはという
意見をいただいたので、読み直しを行い手直ししたものを日本語訳 version３ として公開
する。 
 
なお、この日本語訳の文責は私、黒川 眞一、にある。質問やコメントは 
 
shinichi.kurokawa@gmail.com 
 
に連絡してほしい。 
2018 年 12月 9 日 
 
論文題目 
Individual external dose monitoring of all citizens of Date City by passive dosimeter 5 to 51 
months after the Fukushima NPP accident (series): I. Comparison of individual dose with 
ambient dose rate monitored by aircraft surveys 
 
著者 
Makoto Miyazaki and Ryugo Hayano 
 
掲載論文誌 
J. Radiol.Prot. 37(2017)1-12  
http://doi.org/10.1088/1361-6498/37/1/1  

mailto:shinichi.kurokawa@gmail.com


パッシブな線量計による福島原発事故後 5 か月から 51 か月の期間における伊達市民全員の
個人外部被曝線量モニタリング: １. 個人線量と航空機で測定された周辺線量率の比較 
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要約 
福島県伊達市は福島原発事故後、全市民に対する個人線量測定を行ってきており、市民の個
人線量のユニークで包括的なデータを提供している。この論文はシリーズの最初のもので
あり、入手可能な周辺線量率の調査データに基づき実効線量を評価する方を確立するもの
である。それゆえ、私たちは航空機によって調査された空間線量のデータと個人の被曝線量
の間の相関を調べてみた。得られた結論は、航空機による周辺線量測定が行われたすべての
期間において、個人線量率は周辺線量率に 0.15 をかけたものにほぼ等しいというものであ
り、この 0.15 という係数は日本政府が採用している値の 1/4 である。この研究に用いられ
た方法は、将来、大規模な汚染をともなう放射線事故がおこったときに、その初期のフェー
ズでの個人線量の予測を行う助けとなるであろう。 
 
１．イントロダクション 
（福島第一原発事故のような)核事故後の放射能汚染に対する適切な防護方針を定めるにあ
たって、個人被曝線量の分布を知ることは非常に重要である。ICRPは、責任のある機関が
被曝した人々の集団の個人線量の分布の特徴をとらえること、そして ALARA の原則にし
たがって適切かつ最適化された対策をとるよう勧告している。[1,2] 
 
東日本大震災後の最初の 4 か月の間の外部被曝線量は福島県による県民健康調査の一環と
して、福島県民に対する住民の移動と行動についてのアンケートに調査よって評価された。
[3] 
 
2011 年の夏以後は、福島県の多くの市町村は、一般公衆に対する大規模な測定は通常の放
射線防護では必要とされていないのにもかかわらず、被曝が起こりえる地域に住む公衆に
対する個人外部被曝線量モニタリングを開始した。これらの市町村による被曝線量測定は
中央政府によって主導されたのでも監督されたのでもなく、それゆえ、対象とされるグルー
プ、線量計の配布と回収方法、データ報告のフォーマット、そして線量計の使用方法につい
ては、標準化されてはいなかった。汚染された地域の住民と行政が得た情報はバラバラなも
のであった。このような事情によって、個々の市町村（例えば、福島市[4])や学術研究[5]と
してデータが発表されているにもかかわらず、市民が外部被曝についての総合的な描像を
持つことは困難であった。要するに、集められたデータは、影響を受けたコミュニティにと



って十分に活用されたとは言えないのである。 
 
伊達市は福島第一原発から 50-60km 北西に位置する。伊達市に隣接し 2011 年 4 月に全村
避難を命じられた（計画的避難区域[6]という）飯館村とは異なり、日本政府によって事故
後の最初の 1 年間に 20mSv を超える被曝をすると評価された限られた数(128)の世帯（特
定避難勧奨地点とよばれる[6])を除いては避難勧告が住民に出されていない。福島第一原発
事故後全住民が避難することなく住み続けた市町村のうちで、伊達市は市内各地の間で汚
染度の違いが最も大きいところである。 
 
伊達市では、市民は、事故直後から、空間線量測定と学校の除染という放射線防護活動を自
主的に開始し、積極的に参加した。市役所も最初からこれらの活動を承認し支援してきた
[7]。伊達市長は、汚染レベルに従って除染にプライオリティをつけるのに必要な情報を得
ることを重点とする住民の個人線量測定と全市域における周辺線量測定を開始するように
指令した。 
 
個人外部被曝線量の測定のため、伊達市は 2011 年 8月に、個人線量計（蛍光線量(RPL)ガ
ラス線量計:ガラスバッジ）を幼稚園、小学校、中学校に通う子供たちに配布した。対象と
なるグループは、ガラスバッジの供給元の生産能力の増大にともない順次拡大され、現在も
測定が続いている。 
 
伊達市が、市民とのコミュニケーションにおいては実際の線量値が必要となることを予測
し、すべての市民（～65000 人）に 2012 年の７月から 2013 年の 6 月までの 1 年間にわた
ってガラスバッジを配布したことは注目に値することである。伊達市によって発表された
結果は IAEA によっても解析されている[9]。福島県においてはこれに匹敵する外部被曝線
量測定は行われていないため、伊達市のデータは福島第一原発事故後に行われた個人線量
測定のうちで最も包括的なものである。 
 
外部被曝線量にくわえて、伊達市は 2011 年 10 月から市民の内部被曝線量の測定を始め今
も引き続いて行っている。公共施設と道路の除染は 2011 年の秋から始まり、2012 年の秋
からは宅地の除染が開始された（これらについては次節でさらに議論する）。2014 年 3 月に
伊達市は除染が終了したことを発表した。 
 
著者たちは、伊達市から提供された福島第一原発事故後 5か月から 51 か月の間の大規模個
人線量モニタリングデータを用い、個人線量と日本政府が行った航空機による線量調査結
果[10]との関係、除染の個人への影響、そして外部被曝線量と内部被曝線量の相関について
分析を行った。これらの結果は 3つの連続した論文として発表する。 



 
シリーズの最初である本論文は、個人外部被曝線量を利用可能な周辺線量率調査データか
ら評価する方法を確立することをめざす。 
 
倫理についての記述 
 
伊達市の市長室は著者たちにデータを託してくれた。著者のうちの一人（MM)は伊達市市
政アドバイザーである。ガラスバッジによる被曝線量測定に参加した世帯の住所の
geocode(地理コード)は準匿名化のために、解析にさきだって経度と緯度が 1/100 度に丸め
られている。この研究は福島県立医科大学の倫理委員会の承認を得ている（承認番号 
No.2603)。 
 
2. 材料と方法 
 
2.1. 伊達市の地勢と放射能汚染 
伊達市は福島第一原発から 50-60 km 北西に位置する。伊達市に隣接して、南西に県の首都
福島市が、川俣町が南に、飯館村が南東にある。市の面積は 265 平方 km であり、そのう
ちの約 27%は農地、約 37％は山林である。伊達市は豊な自然環境と肥沃な農耕地に恵まれ
ている。事故前の 2010 年の人口は 67000 人であり、世帯数は約 20000 である。世帯のほ
とんどは市の北西の平地に在住する。東部と南部の阿武隈高地に属する山地の人口密度は
低い。約 5400 世帯(26%)は農業に従事しており、そのうちの 900 世帯は専業農家である。
農家の収入は主として果物の生産による[12]。これは、農地が占める割合がおおきいことと
あいまって、農業が伊達市における生活の主要な部分をなすことを意味する。 
 
福島第一原発事故から放出された放射性物質は図１に示すように、北西方向に不均一に降
下した。その結果として、伊達市の汚染レベルは南(高)から北(低)に大きく変化している。 
 



 

図１ 伊達市の位置と 2011 年 10 月と 11 月に行われた航空機による周辺線量調査で得られた 2011 年 11

月 5 日における空間線量分布を示す地図。参考文献[11]として発表された地図を用いた。 

 
2.2. 伊達市における汚染レベルの違いによる区域分け 
市の全域にわたる周辺線量率の分布を評価するために、2011 年 8 月に、伊達市は市域を 1 
km ごと（中心部では 500 m ごと）のグリッドにわけ地上 1 m における空間線量のマップ
を作製した。このマップに基づいて、伊達市は 2011 年 10 月に除染計画（第一版）を定め、
その中で除染は汚染レベルに従って行うと宣言した[13]。 
 
2012 年 8 月に策定された伊達市の除染計画（第二版）では区域分けが導入された[14]。2011
年 8月の空間線量マップと日本政府によって用いられている式（文献[15]の式(2)）を用い、
年間外部被曝線量が 20 mSv を超える区域を A、5 mSv 以下の世帯を区域 C、それ以外を区

域 B とした。空間線量率では、次のようになる：A 区域（>3.5 PSvh-1)、B 区域（1�PSvh-

1~3.5�PSvh-1）そして C 区域（<１PSvh-1）。これらの３つの区域分けは図２に示されている。

除染はこの優先度によって行われる予定であった。各区域の世帯数は 2012 年 8 月の時点で
次のようである。 
 



 

 
図２ 2012 年 3 月に測定された伊達市の空間線量のマップおよび 2011 年 8 月の線量に従って定められた

区域分け。区域 A（>3.5 PSvh-1）、区域 B（1 PSvh-1~3.5 PSvh-1、区域 C(＜1 PSvh-1)。参考文献[7]を用い

た。 

 
区域 A～2500 世帯 
区域 B～3700 世帯 
区域 C～15600 世帯 
 
注：原論文では図２に対してページのフットノートとして「伊達市から著者に与えられたマップは 2012 年

3 月のものであり、2011 年 8 月に比べて線量率が低い」というコメントが付加されている。この日本語訳

ではこれをここに記す。 

 
2.3. ガラスバッジによる住民の個人線量測定 
伊達市の住民に対する個人線量の測定は放射線作業従事者によって通常用いられれるガラ



スバッジによって行われた; 汚染地域に住む住民がガラスバッジを用いることは事故前に
は想定されていなかったことである。 
 
ガラスバッジはポリメチル・メタクリレート(PMMA)の板ファントムを用いて、前方照射
条件（AP)のときに Hp(10)を示すよう較正されている[16]。しかしながら、福島第一原発
事故から放出された放射性セシウムは環境中にほぼ一様に分布するため、汚染された地域
に住む住民は ROT 照射条件に近い照射を受けることになる。このような場合でも、体幹に
装着された線量計は実効線量の良い近似となることが示されている[17]。 
 
ガラスバッジは自然放射線（地面からのガンマ線と宇宙線）に対しても反応する。事故によ
って放出された放射性セシウムによる追加線量を評価するためには、バックグラウンドの
寄与を差し引く必要がある。福島県民に対してガラスバッジの読み値を報告するときには、
ガラスバッジの供給者である千代田テクノルは、福島第一原発事故による汚染が小さい茨

城県大洗町（福島第一原発から 130km 南）で計測された 0.54�ｍSvy-1相当分を差し引いて

いる[18]。伊達市はこのようにして得られた結果を各参加者に郵送する。 
 
2.4. 線量測定の参加者と計測期間 
伊達市における最初の外部被曝線量測定は、15 歳以下の子どもと妊婦を対象に 2011 年 8
月に 1 か月間行われた。その後の測定ははすべて 3 か月間（すなわち 1/4 年、以後 Q と表
す）にわたって行われた。特に、Q2 2012（日本の会計年度によるため、2012 年 7 月から
9 月）から Q1 2013 は全市民、すなわち～65000 人が対象となり、市民の 81%(52783 人）
が 3 か月ごとにバッジを渡されそれを返還することを一年間継続して行った。その後は、
18歳（訳者注; これは 15 歳のまちがい）までのすべての子ども、すべての妊婦、区域 A の
すべての住民が継続して測定に参加した。一方区域 B と区域 C からの参加者は次第に減少
した；これらの区域では、全員を対象とするのではなく、バッジは住民からランダムの選ば
れた人々と測定を望む人々に限られて配布されたのである。 
 
表１に Q1 2015 までのガラスバッジによる計測時期、対象者の構成の変化、年齢分布、そ
してこの解析のもととなった参加人数が示されている。 
 
 
 
 
 
 



 
表１ 福島第一原発事故から 5 か月から 51 か月にわたるガラスバッジ計測の測定期間 

 

 
 
2.5. 個人線量と周辺線量の比較方法 
日本政府は事故の影響を受けた地域を放射線測定器を積んだ航空機により 300m 上空から
モニタリングすることを継続的に行ってきた[19]。測定器のカウントレートは地上 1m の
H*(10)に換算され、その結果は 250 m x 250 m のグリッドの平均値として発表されている。
各グリッドの経度と緯度および H*(10)の値を示す表はインターネト上に公表されている
[20]。 



 
航空機による空間線量はガラスバッジによって測定された個人被曝線量と比較された。表
１に示すように、6 回の航空機による測定（第 4次から第 9次）はガラスバッジの測定期間
と対応している。私たちはこのようにして得られた 6 個のデータのペアを解析に用いてい
る。 
 
各期間および各個人について、私たちは伊達市役所から提供された参加者の住所の GIS、す
なわち経度と緯度を用いて、この期間に対応する航空機による線量調査データベースから、
住所に最も近いグリッドの H*(10)、今後これをグリッド線量率と呼ぶ、を求めた。 
図３に、６つのそれぞれの期間に対する参加者の地理的位置とグリッド線量率を示す。グリ
ッド線量率は色によってコード化されており、各円の面積ははそのグリッドに属する参加
者数に比例している。 
 



 
図３ ６つのそれぞれの期間に対する参加者の地理的位置とグリッド線量率を示す。左側のコラム (a)-(c) 



は第 4 次、5 次、および 6 次の航空機による線量調査に対応し、右側のコラム (d)-(f) は第 7 次、8 次、お

よび 9 次に対応する。グリッド線量率は色によってコード化（0-4 PSvh-1） されており、各円の面積はは

そのグリッドに属する参加者数に比例している。第 6 次の航空機による線量測定に対応する期間では全市

民が参加している。それゆえ、(c) は伊達市の人口分布を示すことになる。 

 
グリッド線量率は色によってコード化されており、各円の面積ははそのグリッドに属する
参加者数に比例している。 
 
バックグラウンドがガラスバッジの計測値から差し引かれているため、私たちは、0.04 

PSvh-1 を航空機による線量調査から得られた H*(10) から差し引く補償を行っている。こ

の 0.04 という数値は日本政府が周辺線量を実効線量に関連づけるときに用いた式中の値
である[15]。 
 
3. 結果 
図４は６つの期間の、個人線量を縦軸にとりグリッド線量率を横軸にとったときの箱ひげ
図である。左側のコラムの上から順に第４次、５次、そして６次の航空機モニタリング調査
に対応し、右側のコラムはは上から第７次、８次、９次に対応する（表１も参照のこと）。

横軸ではグリッド線量率が 0.1 PSvh-1 づつ大きくなっている。箱ひげ図はグリッド線量率

が各ビンに対応する対象者の３か月間の積算線量から求められた個人線量率の分布を示し
ている。箱は 25 パーセンタイルから 75 パーセンタイルを含み、ひげは１パーセンタイル
と 99 パーセンタイルを示している。ドットは外れ値を示す。箱ひげ図の下に、グリッド空
間線量率に対応する人口分布のヒストグラムを示してある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
図４ 6 つの期間のおけるグリッド線量率に対する個人線量率の箱ひげ図。左側のコラムの(a)-(c)は第 4 次、5 次、6 次の航空

機による空間線量測定に対応し、右側のコラムは第 7 次、8 次、9 次に対応する。 



 
第 4 次から 9 次のモニタリングに進むにしたがってグリッド線量率が小さくなることはす
でに図３よりあきらかである。これに対応して、図４の各グリッド線量率に含まれる対象者
の分布は順次左側に（すなわちより低い線量に）移行している。 
 
係数の平均 <c> 、すなわち個人線量率とグリッド空間線量率の比の平均は 
 

 
 
となる。なお＜＞は外れ値を除く 6 期間のすべてのデータについての平均をとることを意
味する。この係数は図４の各パネルの中のピンク色のバンドを描くときに用いられている。
ここで日本政府が周辺線量に基づいて追加実効線量を評価するときに採用した次のような
標準的な行動様式[15]を思い起こしてほしい：ある個人は 8 時間を遮蔽のない屋外で過ご
し、16 時間を線量が屋外の 40%となる木造家屋の中で過ごし[21]、自然放射線のバックグ
ラウンドは 0.04 PSvh-1 である。このシナリオでは、自然放射線のバックグラウンドを引い
た周辺線量から追加実効線量を得るための係数は 0.6 、すなわち 
 

 
 
である。図４の各パネルの太い青い線はこのシナリオに対応する線である。図に示されてい
るように、青い線、すなわち日本政府が標準的な行動シナリオから評価したものは、実際の
測定から求められたピンクのバンドのはるか上にあることになる。 
 
係数 c は 図５のような分布をもち、この図では ｃの積算確率分布が対数正規分布のグ
リッドを用いて示されている。図からわかるように、50 パーセンタイルでは c=0.15、90パ
ーセンタイルでは c=0.31、そして 99 パーセンタイルでは c=0.56 である。日本政府の値 
0.6 を超える係数を持つ参加者は 0.7%しかない。 
 
 



 

 
 
図５ 計数 c の積算確率分布を示す対数正規分布プロット。 

 
4. 議論 
伊達市は福島第一原発の事故後５か月目から市民の個人線量を測定してきた。その結果、伊
達市によって集められた個人線量モニタリングデータは時間の経過による変化や場所の違
いによる変化について、事故の影響を受けた地域の中で最も包括的なものである。このよう
な詳細な線量値情報のアーカイブは以下に示す ICRP の勧告に適合するものである。勧告
では、次のように書かれている。「長期にわたる汚染状況では、放射線の状況の追跡を可能
とする放射線モニタリングシステムを構築し、適切な防護戦略を実施することは非常に重
要である」[2]。著者たちは伊達市の要請によって、事故後の状況に対応できる必要で不可
欠な知識を求めるためにデータの解析を行ったものである。これは、特に現在の被曝状況に
おいて必要なものと、将来起こりうる放射線事故にどのようなことが必要かを理解するこ
とに資するためである。 
 
我々の研究は、個人線量は周辺線量に比例し、その比例係数は c=0.15±0.03 である。この
研究で求められた係数は政府が採用している係数 0.6 の 0.25 倍である。内藤たちは[22] 
100 人ほどの小グループを対象として、係数 0.2 を得ており、やはり政府の係数より小さ
い。これらの結果は、距離間隔が荒い測定である航空機によるものでもあっても、汚染され
た地域に住む住民の個人線量を評価するのに役立つことを示している。 
 
私たち(および内藤たち)の研究では、H*(10) を航空機を用いた、Hp(10) を個人線量計を
用いて実際に測定しており、これらの測定から c を計算している。一方、2011 年に日本政



府は実効線量を H*(10) から評価するモデルを作成したが、振り返ってみると、個人線量
を 3-5倍過大評価していることになる。 
 
福島第一原発事故のような大規模放射能汚染をともなう事故の後では、地方政府の応答能
力に大きな無理をかけることが想定される。福島においては、地方政府は線量計を住民に配
布することに努力を集中しており、すべての人に線量計を正しく使用してもらうことを、放
射線作業従事者に対するように徹底することは不可能であった。この結果、伊達市によって
集められたデータは、各参加者が実際に住民登録された住所に住んでいたのか、またいつも
ルーティンとしてガラスバッジを要請されたように正しく装着していたかが不明である。
それゆえ、厳密にいえば、ガラスバッジで測定された値は、必ずしも実際の個人線量と等し
いとは言えない。これは、この論文の限界でであるといえる。しかしながら、私たちは、線
量計の実際の使い方のパターンの相違が、次のパラグラフで述べるように、得られた結果に
大きく影響しないと信じる。 
 
野村たちは[23]南相馬市の学校に通う子どもに対して継続して行われたガラスバッジの測
定を解析し、アンケートにガラスバッジを正しく着用していたと答えたグループとそうで
ないグループの間に統計的に個人線量に有意な差はみられなかった報告している。 
 
内藤たちの研究においては[22]、参加者に対して厳密に使い方の指導が行われており、そし
て正しい使い方がしっかりと守られている。さらに参加者は１時間ごとの線量値を測定で
きる電子的線量計のほかに GPSを携帯しており、1 時間あたりの線量は、GPS と航空機線
量調査データベースと突き合わされることによってえられた周辺線量と比較されている。
このようなよくコントロールされた少人数を対象とする学術研究によって得られた係数は、
市によって行われた数万人を対象とする長期的なモニタリングプログラムに基づく私たち
の研究によって得られた係数に非常に近いのである。 
 
5. 結論 
私たちは伊達市においてガラスバッジを用いて測定された個人線量は航空機によって測定
された参加者が住む家の周辺線量に比例することを示した。この結果、著者たちは、まず、
個々の市民が受けた外部被曝線量は航空機モニタリングデータから推定することが可能で
あると結論する。この研究によって得られた変換係数は、福島第一原発事故によって汚染さ
れた地域に実際に生活することで受ける被曝線量を評価する際に大いに役立つであろうと
結論する。この研究によって適用された方法は、大規模な汚染をともなう将来起こりうる放
射線事故の初期のフェーズでの住民の外部被曝線量を予測するのに役立つであろう。 
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